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【研究ノート】（査読） 

北海道179市町村における地域成長要因の分析 

― シフト・シェア分析を用いた一考察 ― 

 

伊藤 慎時* 

 

１. はじめに 

昨今、市町村をはじめとする基礎自治体において、持続可能な地域経済への構築に

向けて、地域経済循環への注目が一層高まっている1）。その一方で、各地域が有する

地域資源や産業構造は異なるため、地域経済の成長度合いは一様ではなく、描くべき

戦略も異なる。地域における経済成長はどのような要因で決定されるのか、また、地

域間における成長格差はどのような要因で生じるのか等、まずは各地域における現状

分析が必要不可欠である。このような問題意識に基づき、本稿では、北海道における

地域経済の実証分析という観点に基づき、北海道を対象地域として市町村単位での地

域成長要因を分析する。 

具体的には、地域経済構造の分析手法であるシフト・シェア分析を用いて、北海道

179市町村の成長要因分析を試みる。シフト・シェア分析とは、地域の経済成長を

「全国（全体）の要因」、「産業構造の要因」、「地域固有の要因」に分解して、測定す

る手法である。各市町村における経済成長が、いずれの要因に起因するのかを可視化

することは、地域経済の実態把握につながり、地域産業の振興策等を策定するうえで、

意義があると考える。 

本稿の構成は、次のとおりである。第 2 節では、シフト・シェア分析に関する先行

研究をレビューする。第 3 節では、先行研究を踏まえ、本稿で用いる「金額ベース」、

「人数ベース」のデータを用いた 2 種類のシフト・シェア分析の概略を取り上げる。

第 4 節では、付加価値額（金額ベース・経済規模）を用いた分析を行い、第 5 節では、

従業者数（人数ベース・雇用）を用いた分析を行う。第 6 節では、両者の分析結果を

まとめて、今後の研究課題を述べる。 

 

 
* 北海道大学公共政策大学院附属公共政策学研究センター研究員（第13期修了生） 
 E mail:shinshinhao4675@gmail.com 
1) 伊藤（2024）、pp.79-80 
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２. シフト・シェア分析に関する先行研究 

２.１ シフト・シェア分析の理論的フレームワークに関する整理 

まずは、シフト・シェア分析に関する理論的フレームワークについてレビューする。 

佐竹(1984)によると、シフト・シェア分析2）とは、地域経済の成長を国民経済の成長

から乖離させる多くの要因を産業要因と地域要因の 2 つに要約する。その 2 つから生

じる経済指標の成長量を計算し、地域経済成長と国民経済成長の乖離が、どちらの要

因に大きく影響されているのかを分析する手法である3）。具体的には、特定地域にお

ける成長率の変動要因を、①全国的な生産活動の変化である「全国成長要因（全体要

因）」、②当該地域の産業構造による「産業構造要因」、③当該地域の特有の事情によ

る「地域特殊要因」に分解し、その地域が国全体の成長率から乖離している要因を明

らかにする手法である4）。本稿では、地域経済に関する統計データを用いて、北海道

179市町村における成長率を 3 つの要因に分解して、地域経済の実態を捉えていくこ

ととする。まずは、綿貫（2007）を基に、シフト・シェア分析の定義式を記す。 

地域の成長（G）=シェア（R）＋シフト（S） (1) 

G ：ある期間の地域における付加価値額（または雇用量）の増加 

R ：当該地域が全国と同じ成長率であった場合の付加価値額（または雇用量）の増

加 

S ：当該地域における付加価値額（または雇用量）の変動のうち、全国の変動率か

ら乖離する部分（G－R） 

  シフト（S）＝ 産業構造要因（Sp）＋ 地域特殊要因（Sd） （2) 

         𝑆𝑑 ൌ ∑ ൤𝐸௥௧
௜ െ ൬𝐸௡௧

௜

𝐸௡଴
௜൘ ൰𝐸௥଴

௜ ൨   (3) 

         𝑆𝑝 ൌ 𝑆 െ 𝑆𝑑 ൌ ∑ ൤𝐸௡௧
௜

𝐸௡଴
௜൘ െ 𝐸௡௧

𝐸௡଴
ൗ ൨ 𝐸௥଴

௜     (4) 

 
 𝐸௥௧

௜  ：r 地域における比較時点（t）での i 産業の付加価値額（雇用量） 

𝐸௥଴
௜  ：r 地域における基準時点（0）での i 産業の付加価値額（雇用量） 

𝐸௡௧
௜  ：全国における比較時点（t）での i 産業の付加価値額（雇用量） 

𝐸௡଴
௜  ：全国における基準時点（0）での i 産業の付加価値額（雇用量） 

𝐸௡௧ ：全国の全産業における比較時点（t）での付加価値額（雇用量） 

𝐸௡଴ ：全国の全産業における基準時点（0）での付加価値額（雇用量） 

 
2) シフト・シェア分析のフレームワークについては、Dunn（1960)、綿貫（2007)、濱田

(2015)、林（2021b）等も参照されたい。 

3) 佐竹（1984)、pp.206-207 

4) 林（2021a)、pp.4-5 
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まず、3 つの要因について概要を記す。全国成長要因とは、全国の成長が地域の成

長に与える影響（シェア効果）である。地域経済は全国の一構成要素であり、全国に

おける成長要因の影響を受けることになる。産業構造要因とは、当該地域の産業構造

が地域の成長に与える影響である。値がプラスになる場合、当該地域の産業構造が全

国と比較して成長産業に特化している、または成熟産業のウェイトが低いといえる。

マイナスになる場合は、成長産業のウェイトが低い、または成熟産業のウェイトが高

いと言える。3 点目の地域特殊要因は、全国成長要因及び産業構造要因では説明がで

きない当該地域における固有の事情が、地域の成長に与える影響を指す。地域特殊要

因の具体例として、自然環境、地理的な位置、インフラ、集積の経済、規模の経済、

産業政策等が挙げられる5）。地域特殊要因の値がプラスになる場合、地域独自の要因

による影響が、地域の成長へ寄与していることを意味する。一方、当該値がマイナス

になる場合、地域独自の要因が、地域の成長にとって下押し圧力になっていると言え

る。ゆえに、シフト・シェア分析とは、これら 3 つの要因の合計が地域の成長要因に

一致するというモデルである。 

（1）式において、地域における成長（G）から、全国成長要因に該当するシェア

（R）を差し引くと、（2）式のとおり、産業構造要因と地域特殊要因の和となる。シ

フト・シェア分析を活用することで、地域の経済成長を「その地域の産業構成によっ

て説明できる要因」と「それ以外の要因（地域固有の要因）」に分けることが可能と

なり、各地域の産業構造が時代に合っているのかという疑問に答えることができる。

また、自治体における経済成長率の要因を可視化できることから、地域経済に対する

戦略を策定する際に有効な分析手法である6）。 

 

２.２ シフト・シェア分析を用いた実証分析に関する先行事例 

続いて、シフト・シェア分析を用いた実証分析に関する先行研究をレビューする。

表１に、シフト・シェア分析を用いた実証分析の先行研究の概要をまとめた。これら

先行研究における「分析の単位（使用データ）」、「対象地域」、「対象期間」、「対象産

業」、「研究課題」の 5 つの視点に分けてレビューする。なお、「対象地域」に関して、

北海道を含む場合は、その分析結果についても取り上げる。 

 

 

 

 

 

 
5) OECD(2000）、加藤(2011)、林(2021a)を参照。 

6) 林(2021a）、p.5 
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まず、「分析の単位（使用データ）」に着目する。つまり、地域の成長を測る単位と

して、何を尺度にするのかということである。先行研究事例を大別すると、①金額ベ

ース（都道府県単位の GDP、工業出荷額等の経済規模）、②人数ベース（就業者数、

従業者数等の雇用規模）の指標を用いていることがわかる。具体的にみると、①では

「県民経済計算」、「地域産業連関表」、「工業出荷額」等が、②では「経済センサス」

等の公的統計データが挙げられる。また、都道府県別の二酸化炭素排出量の要因分析

を対象とした高井（2012）のような事例もある。 

次に、分析の「対象地域」をみると、都道府県単位または北海道、東北といった地

区ブロック単位での分析を実施している事例が、数多くみられる。これは分析に使用

しているデータの集計単位に影響される部分もある。先行研究の中には、北海道を分

析対象に含んでいる事例も多くみられる。北海道は全国の中でどのような位置付けと

されているのか、事例によって分析時期や対象産業等の違いはあるものの、概ね北海

道は地域特殊要因が著しくマイナスになっている地域として、取り上げられている7）。 

なお、北海道内の地域を分析対象とした事例に、黒木・河内（2016）が挙げられる。

黒木・河内（2016）では、稚内市、宗谷地域等を対象に、シフト・シェア分析によっ

て、地域の成長要因を分析している。分析単位は雇用規模（従業者数）である。いず

れの地域も地域特殊要因によるマイナスの影響がみられ、地域特殊要因は産業構成要

因よりも大きな影響を与えている。このように、市町村を対象とした分析は数少ない。

筆者の知る限り、北海道内の基礎自治体や地域を分析対象とした事例は、黒木・河内

（2016）のみである。他に市町村単位での分析を行っている事例をみると、熊本県内

の市町村を対象とした熊本県（2019）、三重県内の市町村を対象とした河上・山田・

鹿嶋（2011）がある。なお、熊本県（2019）では、全体要因の基準地域を熊本県とし

ており、河上・山田・鹿嶋（2011）及び島根県（2011）では、基準地域を全国として

いる。このように都道府県内の地域成長構造を対象とする場合は、全体要因の基準地

域を全国とするのか、当該都道府県とするのか、リサーチクェッションに応じた検討

が必要となる。 

「対象期間」では、5 ～10年単位での分析スパンが多い傾向がみられる。また、10

年を超える長期の分析を行う場合も、5 年程度の期間に分割している事例がみられる。

10年といった長期間を一括りに分析すると、当該期間中における産業構造や経済状況

の変化が含まれる場合、分析結果がうまく反映されにくいことが理由として、挙げら

れる。例えば加藤（2011）では、1996年～2007年を分析対象期間としているが、3 期

間（1996～1999年、1999～2003年、2003～2007年）に分割して分析を実施している。

その理由として、当該期間における産業構造の変化が大きいため、産業構造要因と地

 
7) 加藤（2011）、小本（2008）、林（2021a）等 
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域特殊要因に産業構成の経済効果を反映できないためと述べる8）。 

次に「対象産業」である。具体的には、①産業全般を対象とした事例、②特定産業

を対象とした事例に大別される。①では、使用するデータによる制約もあり、産業分

類数は産業大分類、中分類など産業分類数は様々である。②では、製造業といった特

定の産業を対象とする事例が挙げられる。対象産業の範囲をどのように設定するのか、

という点は次に取り上げる「研究課題」の点とも大いに関連する。 

最後に「研究課題」である。先行事例では、特定産業の動向、地域経済の成長・衰

退といった地域間の経済格差に関する要因分析等が、主なテーマとして挙げられてい

る。特定産業を取り上げるケースにおいては、製造業や食品産業といった地域におけ

る主力産業を対象としている事例が確認された。これは、分析に用いるデータの整備

状況とも幾分関連があると考えられる。 

以上より、シフト・シェア分析を用いた実証分析に関する先行研究をみると、都道

府県や地域ブロック単位での分析が主流であり、市町村を単位とした分析事例は数少

なく、先行研究における蓄積は十分ではないことが、読み取れる。これは分析に使用

するデータの入手可能性も背景にあろう。ただし、昨今においては、RESAS（地域

経済分析システム）をはじめとする地域経済に関するオープンデータの普及に伴い、

市町村単位での統計データも拡充されつつあることから、市町村や複数の市町村から

なる圏域といった、都道府県単位と比べて、より小規模な地域を対象とした更なる研

究事例の蓄積が期待されるところである。 

ゆえに、シフト・シェア分析を用いて、北海道179市町村の成長要因を分析するこ

とは、十分な意義があり、研究上及び実務上においても貢献できると考える。 

 

３. 本研究における分析手順と予備的考察 

３.１ 分析手順 

先行研究レビューを踏まえて、本研究における分析手順を述べる。地域成長要因の

分析に際し、前項２.１で取り上げたシフト・シェア分析の定義式を使用する。当該モ

デルでは、全体要因を全国としているが、本稿では、北海道とその基礎自治体である

179市町村を分析対象とするため、全体要因の基準地域を北海道に設定する。よって、

全体の成長要因を表す項目（シェア）は全道成長要因となる。 

本稿では、2 種類のデータを使用して、シフト・シェア分析を実施する（表２）。地

域の成長を測る単位（E）として、付加価値額（金額ベース）と従業者数（人数ベー

ス）を用いる。前者は、環境省「地域産業連関表」及び「地域経済計算」（いずれも

株式会社価値総合研究所受託作成）のデータを使用する。後者では、総務省・経済産

業省「経済センサス－活動調査」の従業者数のデータを用いる。対象地域（r）は北

 
8) 加藤（2011）、pp.118-119 
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海道179市町村とし、産業分類（i）は、それぞれのデータにおける所定の分類数に準

じる。2 種類の分析を行う理由は、両者の分析結果における特徴や差異を考察するこ

とで、シフト・シェア分析の精度を高めることが目的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.２ シフト・シェア分析に向けての予備的考察 

シフト・シェア分析を実施するにあたり、予備的考察として、「北海道と全国にお

ける産業構造の差異」および「分析期間における北海道経済の特殊要因」を取り上げ

る。まず、北海道と全国における産業構造の特徴を確認し、両者の差異を確認する

（表３）。 

道内及び国内の名目総生産を経済活動別にみると、第1次産業（農林水産業）では、

北海道は3.9％となり、全国の1.0％と比べて高い。例えば、北海道の農業産出額は約

1.3兆円であり、全国の約8.8兆円に占める割合は約15％となり、都道府県別にみると、

全国1位の存在感を誇っている9）。第 2 次産業では、製造業は全国の20.2％に対して、

北海道は9.4％となっており、製造業の集積状況には開きがある10）。一方の「建設業」

では、北海道は7.9％となり、全国の5.7％より高く、建設業の動向が地域経済に与え

る影響は大きい。第 3 次産業では、北海道は77.8％となり、全国の72.5％を上回って

いる。その中でも北海道の構成比が高い産業として、「保健衛生・社会事業」、「公務」

等が挙げられる。この点は全国と比べて、北海道は公的需要への依存度が高いという

経済構造の表れとも考えられる。このような、全国と北海道における産業構造の差異

については、シフト・シェア分析における産業構造要因を考察していく上で、把握し

 
9) 農林水産省北海道農政事務所（2023)、p.6 

10) 市町村別の製造品出荷額をみると、上位6地域（苫小牧市・札幌市）で道内全体の約5割を

占めており、製造業が特定地域に集積している（北海道(2021)、p.12）。 

表２. 本稿における 2 種類のシフト・シェア分析（概要） 

  
モデル１：⾦額ベース モデル２：⼈数ベース 

（経済規模） （雇⽤） 
使⽤データ（E） 付加価値額 従業者数 

 

データ 
ソース 

環境省「地域産業連関表」、
「地域経済計算」（株式会社
価値総合研究所受託作成） 

総務省・経済産業省 
「経済センサス」 

対象年次 
(基準時点 0 〜⽐較時点 t ) 2010〜2018年 2012〜2021年 

対象地域(r) 北海道179市町村 
産業分類(i) 38 18（産業⼤分類） 

（出典）筆者作成 

（注）各パラメータ（E、t、r、i ）は、項番２.１で取り上げたシフト・シェア分析の定義式に対応している。 
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ておくべき項目となる。 

次に、分析期間における特殊要因として、北海道胆振東部地震の発生（2018年 9 月）、

新型コロナウイルスの感染拡大（2020年～）が挙げられる。これら 2 つの出来事は、

北海道経済に甚大な影響を及ぼした。まず、北海道胆振東部地震による北海道経済へ

の影響を確認すると、被害総額は2,320億円、観光消費への影響額は356億円、停電に

よる売上（出荷）影響額は1,318億円となり、甚大な被害が生じる結果となった11）。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大は、北海道のみならず、日本経済、世界経済

に甚大な影響を及ぼした。外出自粛をはじめとする経済活動の制限に伴い、景気へ

の下押し圧力が幅広くみられた。2020年度の北海道における経済成長率（実質）は

-4.7％となり、国内における経済成長率（実質）の-3.9％を下回る12）など、北海道

における影響は全国と比較しても甚大であったことが指摘できる。 

以上より、シフト・シェア分析の実施に際し、これら 2 つの出来事が各地域の産業

構造要因、地域特殊要因へ直接的、間接的に影響を及ぼしている可能性を考慮する必

要がある。 

 
11) 北海道（2018)、pp.12-14 

12) 北海道（2024)、p.1 

表３. 道（国）内総生産の経済活動（名目）別構成比（％） 

産業 北海道 全国   経済活動 北海道 全国 
1 次産業 3.9 1.0   農林⽔産業 3.9 1.2 
2 次産業 17.4 25.6   鉱業 0.1 0.1 
3 次産業 77.8 72.5   製造業 9.4 20.2 

        電気・ガス・⽔道業 3.5 3.1 
        建設業 7.9 5.7 
        卸売・⼩売業 13.5 12.4 
        運輸・郵便業 7.4 5.4 
        宿泊・飲⾷サービス業 2.5 2.5 
        情報通信業 3.0 4.9 
        ⾦融・保険業 3.3 4.1 
        不動産業 11.1 11.8 
        専⾨・科学技術、業務⽀援サービス業 7.3 8.3 
        公務 7.0 5.0 
        教育 4.0 3.5 
        保健衛⽣・社会事業 11.2 7.9 
        その他のサービス 4.1 4.1 
        輸⼊品に課される税・関税 1.7 1.7 
(出典）北海道(2022)、p.22第7-1図を基に、筆者作成 

(注 1 )北海道経済部｢令和元年度道民経済計算｣及び内閣府｢令和 2 年度国民経済計算｣による。 

(注 2 )構成比の合計は、「輸入品に課される税・関税」等調整項目の関係から100％とならない場合がある。 
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４. 付加価値額を用いたシフト・シェア分析 

４.１ 概要 

 1 つ目の分析では、金額ベースのデータを用いて、シフト・シェア分析を実施する。

具体的には、RESAS（地域経済分析システム）の「地域経済循環マップ」で使用し

ている「地域産業連関表」及び「地域経済計算」における産業別の付加価値額を使用

する。分析期間は2010年（基準時点）及び2018年（比較時点）とする。当該期間にお

ける各市町村の経済成長率を全道成長要因、産業構造要因、地域特殊要因、以上 3 つ

の要因に分解する。なお、当該データにおける産業分類は38分類である。 

 

４.２ 分析結果 

前項の情報を元に、シフト・シェア分析を実施した。まず、シェア効果である全道

成長要因の値を算出する。2010年における全道合計の付加価値額は、178,918百万円

となり、2018年は193,776百万円である。よって、期間内の増加率は8.3％となり、当

該値が全道成長要因となる。次に市町村ごとに、成長率－全道成長要因の差分（シフ

ト効果）を算出し、これを産業構造要因と地域特殊要因に分解した。計算結果は巻末

の付表１に記す。 

得られた179市町村の分析結果について、小林（2004）を基に、産業構造要因と地

域特殊要因を 4 つの象限に類型化（表４）し、地域毎の傾向を考察する（図１）。 

まず、産業構造要因（横軸）についてみると、値がプラスとなったのは157ヵ所、

マイナスとなったのは22ヵ所となり、全市町村の約88％においてプラス（第一象限及

び第四象限）となっている。その一方で、地域特殊要因（縦軸）がプラスとなったの

表４. 産業構造要因と地域特殊要因の類型化 

  産業構造要因 地域特殊要因 地域特性 

第⼀象限 ＋ ＋ 
成⻑⼒のある産業を地域内に抱えていることに加え
て、その他の地域的要因の後追いにより、産業活動
が活発化している地域。 

第⼆象限 ー ＋ 
産業構造的には成熟傾向の強い産業群を抱えている
ものの、他の地域的要因（⽴地環境の改善等）によ
って、産業構造のマイナスを相殺している地域。 

第三象限 ー ー 

産業構造⾯で成熟傾向の強い産業群を多く抱えてい
ることに加えて、構造転換やその他の地域要因の追
い⾵を享受することが出来ず、停滞傾向から脱出で
きずにいる地域。 

第四象限 ＋ ー 
産業構造⾯では⽐較的成⻑⼒の強い産業群を擁して
いるものの、その他の地域的要因によって成⻑に向
けた活発な産業活動が抑制されている地域。 

（出典）小林（2004）、林（2021a）を基に、筆者作成 
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は47ヵ所、マイナスとなったのは132ヵ所となった。マイナスとなった地域は、全市

町村の約74％を占めるに至った（第三象限及び第四象限）。象限単位でみると、最も

多くの地域が位置するのは、産業構造要因がプラス、地域特殊要因がマイナスである

第四象限であり、自治体数は119となった（全市町村の約66％）。 

また、2 つの要因における標準偏差をみると、産業構造要因は4.5、地域特殊要因

は18.1となり、地域特殊要因の方が、値のばらつきは大きい。加えて、各要因におけ

る絶対値を比較すると、産業構造要因よりも地域特殊要因が大きい自治体は162ヵ所

となった（全体の約91％）。すなわち、産業構造要因と比較して、地域特殊要因の方

が、地域の経済成長に与える寄与度は大きい。 

次に、各要因の背景について考察する。産業構造要因の背景を分析するために、地

域ごとの各産業における特化係数13）を用いる。まず、全道における各産業の成長率

（2010～2018年）を概観する（表５）。第 1 次産業では、「農業」、「林業」、「水産業」 

 
13) 特化係数とは、Sij=(Pij/Pi)/(Pnj/Pn) で表される。Sij : i 地域における j 産業の特化係数、Pij : i 

地域における j 産業の生産額、Pi:i 地域における全産業の生産額、Pnj : 全国における j 産業

の生産額、Pn : 全国における全産業の生産額となる。また、生産額以外に就業者数等を用

いる場合もある（林（2021a）、p11）。比較したい地域における特定産業の特化係数が 1 を
超えている場合、当該産業が全国と比べて特化していると言える。 

図１. 各地域の成長要因（付加価値額ベース） 

（出典）筆者作成 

（注）括弧内の数字は、各象限に位置する市町村数を指す。 
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  表５. 産業構造要因と特化係数（付加価値額ベース・上位 10 市町村） 

市町村名 泊村 ニセコ町 奈井江町 豊頃町 陸別町 利尻町 幌延町 利尻富⼠町 京極町 厚真町 全道の成⻑率 
産業構造要因 
（順位、値） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ー 
26.9% 17.3% 16.7% 16.0% 15.1% 14.5% 13.9% 13.5% 12.8% 12.5% ー 

農業 0.01 9.46 4.62 23.59 13.12 0.05 10.01 0.00 12.26 10.96 9.1% 
林業 0.20 3.57 1.89 14.19 75.89 0.76 7.19 0.53 17.33 5.85 67.6% 
⽔産業 2.96 0.00 0.00 17.38 0.00 166.53 0.00 122.51 0.55 2.28 16.3% 
鉱業 0.01 0.00 0.31 0.08 0.31 0.72 0.14 0.00 0.37 0.17 -17.1% 
⾷料品 0.05 0.25 0.17 0.00 0.67 0.21 1.44 1.07 2.57 0.51 4.5% 
繊維製品 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 26.1% 
パルプ･紙･紙加⼯品 0.00 0.00 0.00 0.00 1.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -27.3% 
化学 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.10 0.00 0.00 0.05 31.0% 
⽯油･⽯炭製品 0.00 1.31 0.00 2.06 0.00 1.01 0.00 0.00 0.00 0.33 60.5% 
窯業･⼟⽯製品 0.00 0.60 1.21 0.21 4.03 2.07 0.29 7.15 6.35 1.53 22.4% 
鉄鋼 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -34.5% 
⾮鉄⾦属 0.00 0.00 4.42 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -7.8% 
⾦属製品 0.00 0.00 15.96 0.21 0.00 0.00 0.00 0.00 0.46 0.00 96.0% 
はん⽤･⽣産⽤･
業務⽤機械 0.00 0.00 0.25 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.17 0.01 -20.5% 

電⼦部品･デバイス 0.00 0.00 2.81 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 21.0% 
電気機械 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -42.9% 
情報･通信機器 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -70.5% 
輸送⽤機械 0.00 0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 -21.0% 
印刷業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 1.1% 
その他の製造業 0.00 0.06 0.00 0.05 0.84 0.01 0.07 0.00 0.03 0.02 13.3% 
建設業 0.15 5.07 1.82 2.48 2.44 0.90 2.60 3.96 1.45 1.21 45.1% 
電気業 58.55 3.62 17.68 4.02 0.75 0.00 4.58 0.00 2.62 32.56 40.6% 
ガス･熱供給業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 -38.0% 
⽔道業 0.15 0.72 0.65 2.20 1.39 2.45 1.88 1.29 0.53 1.79 311.0% 
廃棄物処理業 0.00 1.98 0.79 0.00 1.84 0.08 2.93 1.95 8.17 0.15 9.3% 
卸売業 0.04 0.05 0.08 0.27 0.07 0.63 0.20 0.17 0.46 0.08 -1.7% 
⼩売業 0.09 0.73 0.36 0.43 0.71 0.90 0.61 1.12 0.74 0.33 20.0% 
運輸・郵便業 0.04 1.51 0.51 0.96 0.83 1.34 1.41 1.24 1.34 0.93 11.3% 
宿泊･飲⾷サービス業 0.09 3.06 0.26 0.38 0.76 1.37 0.51 1.85 0.62 0.24 11.0% 
情報通信業 0.02 0.08 0.02 0.00 0.10 0.02 0.00 0.03 0.01 0.01 -8.5% 
⾦融・保険業 0.01 0.24 0.10 0.45 0.38 0.30 0.24 0.16 0.22 0.25 -12.7% 
住宅賃貸業 0.03 0.50 0.35 0.61 0.86 0.42 0.93 0.60 0.40 0.11 -4.6% 
その他の不動産業 0.04 0.45 0.00 0.04 0.00 0.00 0.02 0.00 0.12 0.04 54.6% 
専⾨･科学技術、 
業務⽀援サービス業 0.67 0.22 0.21 0.00 0.60 0.20 1.51 0.03 0.44 0.40 13.6% 

公務 0.37 1.94 1.14 3.07 3.41 4.68 2.64 2.48 2.86 1.63 3.0% 
教育 0.18 1.39 0.45 1.18 1.50 3.08 1.50 1.36 1.19 0.73 1.2% 
保健衛⽣・ 
社会事業 0.16 0.47 0.66 0.75 1.88 1.30 1.28 0.77 1.68 0.50 18.1% 
その他のサービス 0.39 1.40 0.64 1.72 1.61 1.63 1.65 1.51 1.24 0.87 -8.1% 

（出典）「RESAS（地域経済分析システム）－生産分析－」を基に、筆者作成 

（注）特化係数は、RESAS「付加価値額（修正特化係数－産業別・2018年）」を使用。 
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ともに軒並みプラスとなっている。第 2 次産業では、「鉄鋼」、「パルプ・紙・紙加工

品」ではマイナスとなっているものの、「化学」、「石油・石炭製品」、「窯業・土石製

品」ではプラスとなっている。第 3 次産業では、「卸売業」、「情報通信業」など一部

の産業ではマイナスとなっているものの、それ以外の産業では概ねプラスとなってい

る。 

産業構造要因の値が高い10市町村における動向をみると、全道の成長率が高い産業

のうち、特化係数の高い産業が当該地域において、成長を牽引している産業という位

置付けになる。産業別にみると、第 1 次産業では、「農業」、「林業」、「水産業」の全

てが該当する。「農業」、「林業」をみると、豊頃町、陸別町といった十勝管内の地域

における特化係数が高い。「水産業」では、利尻町、利尻富士町といった離島地域の

特化係数が突出している。第 2 次産業では、「建設業」、「窯業・土石製品」が該当す

る。10市町村のうち、「建設業」では 8 地域が、「窯業・土石製品」では 6 地域におい

て、特化係数が 1 を超えており、上位10市町村を通じた傾向として確認される。また、

奈井江町では「非鉄金属」、「金属製品」、「電子部品・デバイス」の特化係数が高くな

っており、製造業による集積が地域の成長を牽引している。第 3 次産業では、「電気

業」、「水道業」、「公務」、「保健衛生・社会事業」の特化係数が軒並み高くなっている。

例えば「電気業」は泊村、厚真町など、発電所が立地する地域の特化係数が高い。特

に「公務」は 9 地域で特化係数 1 を超えており、上位10市町村を通じた傾向がみられ

る。 

北海道全体での傾向を確認するために、産業構造要因と各産業（38分類）における

特化係数の相関係数をみると、「林業」が0.31、「電気業」が0.48となっており、緩や

かな正の相関関係がみられる（いずれも有意水準 1 ％）。これらの産業が、地域の経

済成長を下支えしている可能性が考えられる。その一方で、「卸売業」では-0.35、

「小売業」が-0.43、「金融・保険業」が-0.39となり、緩やかな負の相関関係がみられ

ることから（いずれも有意水準 1 ％）、これらの産業が地域の経済成長の下押し要因

となっている可能性も考えられる。 

次に、地域特殊要因の値が高い10市町村における動向（表６）をみると、小規模な

自治体が上位に名を連ねていることが分かる。個別の事例をみていくと、倶知安町、

留寿都村は国際的な観光リゾート地として有名な地域であり、海外からの観光客も多

い。泊村では発電所が地域経済に与える影響が大きく、産業政策面からのアプローチ

も欠かせない。大樹町は地理的優位性を活かして、ロケット発射場の整備をはじめ、

宇宙関連産業の集積が進みつつある地域である。上士幌町は積極的な移住・定住政策

を通じて、人口増加の面で効果を挙げている。シフト・シェア分析では、地域特殊要

因の背景を分析することまではできないことから、上記で述べたような地域の特徴を

列挙し、地域特殊要因として想定されうる地域特有の要因を探ることが必要となる。 
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最後に、各市町村における全道成長格差（当該市町村における成長率－全道成長要

因）と産業構造要因、地域特殊要因の相関係数をみると、全道成長格差と地域特殊要

因では、相関係数が0.97（有意水準 1 ％）となり、強い正の相関関係が確認された

（表７）。地域特殊要因の値が高いほど、当該地域と全道成長率の乖離が大きくなる傾

向がみられることから、地域間で生じる成長率の格差は、産業構造要因よりも地域特

殊要因に大きく関連している可能性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. 従業者数を用いたシフト・シェア分析 

５.１ 概要 

次に、従業者数（雇用規模）を用いたシフト・シェア分析を実施する。使用するデ

ータは、総務省「平成24年経済センサス－活動調査」及び、総務省・経済産業省「令

和 3 年経済センサス－活動調査」の産業大分類における市町村別の従業者数である。

分析期間は2012年（基準時点）及び2021年（比較時点）としたうえで、当該期間にお

表６. 地域特殊要因の値が高い上位10市町村（付加価値額ベース） 

（単位：％）
   

市町村名 成⻑率 シェア シフト 
    全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

倶知安町 109.3 8.3 5.0  96.0  
泊村 110.5 8.3 26.9  75.3  
留寿都村 68.4 8.3 0.5  59.6  
⼤樹町 48.1 8.3 -1.6  41.4  
上⼠幌町 42.4 8.3 5.0  29.1  
奈井江町 51.6 8.3 16.7  26.6  
豊浦町 40.0 8.3 6.9  24.8  
知内町 44.6 8.3 11.7  24.5  
浜中町 33.5 8.3 1.1  24.0  
厚真町 42.0 8.3 12.5  21.1  

（出典）「RESAS（地域経済分析システム）－生産分析－」を基に、筆者作成 

（注）地域特殊要因の値が高い順番に市町村を並べている。 

表７. 全道成長格差との相関関係（付加価値額ベース） 

  全道成⻑格差 産業構造要因 地域特殊要因 
全道成⻑格差 1   
産業構造要因 0.15* 1  
地域特殊要因 0.97** -0.10 1 

（出典）筆者作成 

（注 1 ）全道成長格差＝当該市町村における成長率－全道成長要因 

（注 2 ）*は有意水準 5 ％、**は有意水準 1 ％ 
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ける経済成長率を 3 つの要因に分解する。なお、産業の分類数は18分類である。算出

方法は前節 4 の付加価値額ベースのデータを用いたシフト・シェア分析と同様である。 

 

５.２ 分析結果 

前項の情報を元に、シフト・シェア分析を実施した。まず、全体要因に相当する全

道成長要因の値を算出する。2012年における全道合計の従業者数は、2,158,610人と

なり、2021年は2,165,371人である。よって、増加率は0.3％となり、当該値が全道成

長要因となる（全道成長要因＝0.3％）。そこで、市町村毎に、実際の成長率－全道成

長要因の差分を算出することになる。この値を産業構造要因と地域特殊要因に分解し

た。計算結果は巻末の付表２に記す。 

算出された179市町村の産業構造要因、地域特殊要因の値を前節同様に、横軸に産

業構造要因を、縦軸に地域特殊要因をプロットし、前節同様に、各市町村の産業構造

要因と地域特殊要因を 4 つの象限に類型化した（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、産業構造要因についてみると、値がプラスとなった市町村は102ヵ所（第一

象限及び第四象限）となり、マイナスとなったのは77ヵ所となる。一方の地域特殊要

因がプラスとなった市町村は49ヵ所となり、マイナスとなったのは130ヵ所となる。
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図２. 各地域の成長要因（従業者数ベース） 

（出典）筆者作成 

（注）括弧内の数字は、各象限に位置する市町村数を指す。 
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すなわち、地域特殊要因がマイナスとなった自治体は、道内市町村の約73％に相当す

る（第三象限及び第四象限）。2 つの要因における標準偏差をみると、産業構造要因

が3.1、地域特殊要因が15.8となり、後者の方が値のばらつきは大きいことがわかる。

また、両要因の絶対値をみると、産業構造要因よりも地域特殊要因が大きくなった自

治体は161ヵ所となった（全体の約90％）。 

前節同様、産業構造要因の背景を分析するために、各産業における特化係数との比

較を行う。まず、全道における各産業の成長率（2012～2021年）を概観する（表８）。

第 1 次産業では、「農業，林業」、「漁業」ともにプラスとなっている。第 2 次産業で

は、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」いずれもマイナスとなって

いる。第 3 次産業では、「宿泊業，飲食サービス業」「生活関連サービス業，娯楽業」

が大幅なマイナスとなっているものの、「医療，福祉」等では大幅なプラスとなって

おり、まだら模様となっている。対象期間の後半では、新型コロナウイルスの感染拡

大に伴い経済活動に対して、外出自粛を始めとする各種制限が実施されたことも影響

していると考えられる。 

表８. 産業構造要因と特化係数（従業者数ベース・上位 10 市町村） 

市町村名 新篠津村 神恵内村 ⿊松内町 厚真町 泊村 仁⽊町 ⽉形町 更別村 ⾬⻯町 陸別町 全道の 
成⻑率 

産業構造要因 
（順位、値） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ー 
10.4% 8.7% 8.3% 7.6% 7.4% 7.1% 6.8% 6.3% 6.3% 6.0% ー 

Ａ_農業，林業 20.20 0.00 8.74 16.46 0.00 24.57 14.81 16.94 16.25 25.27 15.2% 
Ｂ_漁業 0.00 52.99 0.00 0.00 14.93 0.00 0.00 9.54 0.00 0.00 10.1% 
Ｃ_鉱業，採⽯業，砂利採取業 0.00 0.00 0.00 48.85 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 36.70 -29.8% 
Ｄ_建設業 2.40 0.97 1.66 2.35 2.76 0.61 1.46 1.67 1.55 1.95 -3.3% 
Ｅ_製造業 0.25 0.22 0.42 0.95 0.05 0.53 0.51 0.78 0.02 0.38 -6.4% 
Ｆ_電気･ガス･熱供給･⽔道業 0.00 0.00 0.00 21.16 165.47 0.00 0.00 4.15 0.34 1.19 26.8% 
Ｇ_情報通信業 0.00 0.12 0.00 0.05 0.00 0.02 0.00 0.03 0.00 0.00 8.4% 
Ｈ_運輸業，郵便業 0.67 0.37 0.59 1.31 0.10 0.63 0.38 1.47 1.63 0.83 -8.3% 
Ｉ_卸売業，⼩売業 0.61 0.96 0.58 0.52 0.21 0.62 0.68 0.70 0.76 0.59 -3.8% 
Ｊ_⾦融業，保険業 0.17 0.00 0.19 0.68 0.05 0.16 0.40 0.41 0.55 0.73 -17.4% 
Ｋ_不動産業，物品賃貸業 0.04 0.30 0.51 0.43 0.04 0.55 0.15 0.07 0.47 0.60 1.0% 
Ｌ_学術研究，専⾨・技術

サービス業 0.00 0.00 0.52 0.15 0.31 0.02 0.00 0.45 0.16 0.54 18.2% 
Ｍ_宿泊業，飲⾷サービス業 1.00 2.27 0.92 0.38 0.36 0.88 0.56 0.50 0.46 0.68 -15.1% 
Ｎ_⽣活関連サービス業，

娯楽業 1.24 0.44 0.54 0.25 0.08 0.23 0.49 0.46 0.70 0.28 -19.0% 
Ｏ_教育，学習⽀援業 0.00 0.00 0.11 0.12 0.00 0.15 0.09 0.23 0.07 0.06 12.6% 
Ｐ_医療，福祉 1.87 1.21 2.82 0.68 0.35 2.21 2.38 1.32 1.89 1.58 27.6% 
Ｑ_複合サービス事業 11.50 2.22 1.78 15.39 3.04 8.58 8.57 10.51 3.01 5.53 25.4% 
Ｒ_サービス業（他に分類

されないもの） 0.24 2.81 0.78 0.31 0.68 0.70 0.93 0.53 1.65 0.77 4.8% 
（出典）総務省・経済産業省「令和 3 年経済センサス－活動調査」を基に筆者作成 

（注）特化係数は2021年の値を基に算出している。 
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産業構造要因が高い10市町村の動向をみると、全道の成長率が高い産業のうち、当

該産業の特化係数が高い業種として、「農業，林業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「医療，福祉」、「複合サービス事業」が挙げられる。これらの産業が地域の成長を牽

引していることになる。付加価値額ベースの分析と産業分類名が異なるものの、概ね

同様の傾向がうかがえる。ただし、上位10市町村のうち同一の地域は 3 地域（厚真町、

泊村、陸別町、表５）となっている。 

 北海道全体での傾向を確認するために、全道での産業構造要因と各産業における特

化係数の相関係数をみると、「農業，林業」では0.41、「医療，福祉」が0.55となって

いる（いずれも有意水準 1 ％）。当該産業の集積度合いが高い地域ほど、産業構造要

因の値が高くなる傾向にある。一方、「宿泊業」が-0.32、「卸売業，小売業」が-0.45と

なり、緩やかな負の相関関係がみられる（いずれも有意水準 1 ％）。これらの産業に

特化している地域ほど、産業構造要因は低い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、地域特殊要因の値が高い10市町村における動向（表９）をみると、表６と同

様に、小規模な自治体が上位に名を連ねていることが分かる。例えば、占冠村は観光

リゾート地として有名な地域である。東神楽町では移住・定住政策を通じて、人口増

加の面で効果を挙げている。また、千歳市では製造業を中心とした産業集積が進んで

いる。前項でも述べたとおり、シフト・シェア分析では、地域特殊要因の背景を分析

することまではできない。上記で述べたような地域の特徴を列挙し、地域に特有の要

因を探ることが必要となる。 

また、全道成長格差と産業構造要因、地域特殊要因の相関係数をみると、全道成長

格差と地域特殊要因では、相関係数が0.98（有意水準 1 ％）となり、強い正の相関関

表９. 地域特殊要因の値が高い上位10市町村（従業者数ベース） 

（単位：％）
   

市町村名 成⻑率 シェア シフト 
    全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

占冠村 123.9 0.3 0.7 122.9 
鷹栖町 39.4 0.3 2.2 36.9 
⼩平町 31.7 0.3 1.4 29.9 
千歳市 20.8 0.3 -3.6 24.1 
ニセコ町 16.4 0.3 -7.2 23.3 
積丹町 14.3 0.3 -4.5 18.5 
中富良野町 17.6 0.3 -1.0 18.4 
東神楽町 18.6 0.3 1.6 16.7 
真狩村 21.8 0.3 5.3 16.2 
興部町 14.9 0.3 -1.2 15.8 

(出典）総務省・経済産業省「令和 3 年経済センサス－活動調査」を基に筆者作成 

(注）地域特殊要因の値が高い順番に市町村を並べている。 
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係が確認された（表10）。よって、前項４.２における付加価値額を用いた分析結果と

概ね同様の傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６. 考察・まとめ・研究課題 

６.１ 考察・まとめ 

本稿では、北海道179市町村を対象として、シフト・シェア分析を用いて、地域の

成長要因を産業構造要因と地域特殊要因に分解した。付加価値額ベース（金額：経済

規模）と従業者数ベース（人数：雇用）、2 種類のデータを用いた分析から得られた

結果を表11にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表10. 全道成長格差との相関関係（従業者数ベース） 

  全道成長格差 産業構造要因 地域特殊要因 
全道成長格差 1     
産業構造要因 0.16* 1   
地域特殊要因 0.98** -0.04 1 

(出典）筆者作成 

(注 1 ）全道成長格差＝当該市町村における成長率－全道成長要因 
(注 2 ）*は有意水準 5 ％、**は有意水準 1 ％ 

表11. 付加価値額ベースと従業者数ベースの比較考察 

  付加価値額ベース 従業者数ベース 

共通点 

道内約7割の市町村では、地域特殊要因がマイナスとなっており、地域の成長に
とって、地域特殊要因が下押し圧力となっている。 

産業構造要因と地域特殊要因の絶対値を比較すると、約9割の市町村では地域特
殊要因の値の方が大きい傾向がみられる。よって、地域の成長にとって、地域特
殊要因の寄与度が大きいことがわかる。 

地域特殊要因の値が高い地域は、観光リゾート地、人口増加がみられる地域、特
定の産業集積（製造業、電気業等）がみられる地域などが挙げられる。 

産業構造要因と地域特殊要因の標準偏差を比較すると、地域特殊要因の方が大き
い。よって、地域間におけるデータのばらつきが大きく、地域特殊要因は地域間
における格差がみられる。 

地域特殊要因の値が高くなるほど、当該市町村における全道成長格差（地域差）
は拡大する傾向にある。 

差異 
産業構造要因の値が高い地域ほど、「林
業」、「電気業」の特化係数が高い傾向
にある。 

産業構造要因の値が高い地域ほど「農
業，林業」、「医療，福祉」の特化係数が
高い傾向にある。 

（出典）筆者作成 



年報 公共政策学 Vol.19 

 

- 238 - 

付加価値額ベース、従業者数ベース、いずれの分析においても、北海道の市町村に

おける地域の経済成長は、産業構造要因と比べて、地域特殊要因に依拠する傾向がみ

られる。2 つの分析において、産業構造要因、地域特殊要因の上位10市町村をそれぞ

れ抽出した。各要因において、概ね共通した特徴がみられるものの、その一方で抽出

された市町村は大きく異なる結果となった。例えば、市町村単位でシフト・シェア分

析の結果を活用して地域産業政策を策定する場合、使用するデータによって、結果の

バラツキが生じることは、実務上、留意が必要となろう。 

このように、2 種類のデータを用いたシフト・シェア分析による地域成長の要因分

析は、分析対象が同じ地域であっても、使用するデータによって、分析期間や産業分

類数は異なるため、分析結果を単純に比較することが困難であるという状況が確認さ

れるに至った。 

 

６.２ 今後の研究課題 

今後の研究課題を 2 点述べる。 

 1 点目は、「シフト・シェア分析の精度向上」である。本稿では、付加価値額、従

業者数という2種類のデータを用いてシフト・シェア分析を実施した。ただし、分析

面における精度を中心に、いくつかの課題はみられる。前項において、2 種類のデー

タから得られたインプリケーションを述べたが、分析の対象期間、地域成長における

ベースとなる全道成長率の差異、産業分類の差異14）等があるため、単純に結果を比

較できない点も考慮する必要がある15）。この点は個別の自治体レベルで地域産業政策

を策定するうえでは大きな課題となる。特に従業者数データを用いた分析では、対象

期間の一部にコロナ禍の時期（2020～2021年）を含んでいる点にも留意が必要である。

シフト・シェア分析においては、使用するデータや対象期間の長さ（期間の分割も含

めて）によっても、地域成長の要因は異なる結果が得られる可能性もある。それゆえ

に、シフト・シェア分析を実施する際のリサーチデザインが肝要であると考える。 

本稿ではシフト・シェア分析の試算自体に重点を置いているため、分析結果の概要

紹介に留まっており、より統計的な観点での分析が求められる。例えば産業構造要因

の分析の際に、使用している特化係数は、全国基準をベースとしている。北海道にお

ける地域成長要因を考察する際は、全道の基準をベースとした特化係数を用いて、北

海道内における産業の比較優位を考慮することも検討する必要がある。また、産業構

造要因、地域特殊要因がどのような要因で決定されるのか、主成分分析やクラスター

 
14) 産業の分割方法によって、産業構造要因と地域特殊要因の値が変化することは、先行研究

でも指摘されている（佐竹（1984）等)。産業を細分化して分析すると、地域特殊要因に

比べて、産業構造要因が強くなるという見解もみられる（林（2021a））。 

15) 本稿における産業構造要因、地域特殊要因の上位10市町村を見ても、その顔触れは大きく

異なっている（表５、６、８、９）。 
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分析等を用いた定量分析も課題として挙げられる。 

 2 点目は「分析結果に対する考察の深耕」である。本稿では、各市町村における成

長要因の算出がメインとなり、全道単位での傾向を概観するに留まっているため、各

象限における市町村の傾向や、個別の地域における産業構造要因、地域特殊要因の背

景に対する十分な考察までには至らなかった。政策立案の過程においては、各要因の

数値だけではなく、それらの背後にある要因を把握することが欠かせない。特に、地

域特殊要因については、人口増加、産業集積といった地域固有要因の候補として考え

られる要素をいくつか例示した。これらを基に、定量分析に加えて、地域の強み・弱

みを包括的に把握したうえでの定性的なアプローチも求められよう。 

本稿では、道内における地域の成長要因において、地域特殊要因が占める寄与度は、

大きい傾向にあることがわかった。シフト・シェア分析は、地域の成長率を単に分解

したものであり、地域特殊要因の背景を明らかにしたものではない16）。それゆえに、

本稿では道内の 7 割の自治体において、マイナスとなっている地域特殊要因の背後に

あるメカニズムを解明するには至っていない。引き続き、シフト・シェア分析の精度

向上を進めながらも、それらの結果に対する各地域への考察を深耕すべく、継続して

アプローチしていきたい。 
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付表１. シフト・シェア分析結果（付加価値額ベース・2010～2018年） 

（単位：％）  （単位：％）

市町村名 

   
市町村名 

 

成⻑率 シェア シフト   成⻑率 シェア シフト 
  全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因     全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

札幌市 12.4 8.3 -1.1 5.1  ⻑万部町 -7.2 8.3 0.9 -16.4 
函館市 1.9 8.3 -0.9 -5.6  江差町 -1.4 8.3 0.2 -9.9 
⼩樽市 5.5 8.3 0.5 -3.3  上ノ国町 17.6 8.3 1.8 7.5 
旭川市 4.7 8.3 0.6 -4.2  厚沢部町 1.5 8.3 5.6 -12.4 
室蘭市 -25.0 8.3 -8.0 -25.3  ⼄部町 1.1 8.3 4.1 -11.3 
釧路市 -4.5 8.3 -1.3 -11.5  奥尻町 7.5 8.3 5.4 -6.2 
帯広市 13.4 8.3 -1.2 6.4  今⾦町 5.5 8.3 1.6 -4.4 
北⾒市 0.2 8.3 -6.1 -2.1  せたな町 -1.2 8.3 2.7 -12.2 
⼣張市 -8.7 8.3 8.1 -25.2  島牧村 28.6 8.3 2.9 17.3 
岩⾒沢市 0.8 8.3 0.6 -8.1  寿都町 -19.5 8.3 8.8 -36.6 
網⾛市 0.7 8.3 -1.2 -6.4  ⿊松内町 -1.1 8.3 5.7 -15.1 
留萌市 -7.3 8.3 -1.1 -14.5  蘭越町 0.0 8.3 7.2 -15.5 
苫⼩牧市 21.0 8.3 2.2 10.6  ニセコ町 4.0 8.3 17.3 -21.5 
稚内市 -2.8 8.3 2.0 -13.1  真狩村 5.5 8.3 3.3 -6.1 
美唄市 -12.3 8.3 3.0 -23.6  留寿都村 68.4 8.3 0.5 59.6 
芦別市 -19.7 8.3 -6.9 -21.2  喜茂別町 8.1 8.3 2.0 -2.2 
江別市 14.6 8.3 -0.9 7.2  京極町 -12.7 8.3 12.8 -33.7 
⾚平市 2.3 8.3 1.9 -7.9  倶知安町 109.3 8.3 5.0 96.0 
紋別市 6.0 8.3 2.5 -4.9  共和町 23.2 8.3 5.2 9.7 
⼠別市 0.0 8.3 2.6 -11.0  岩内町 -8.4 8.3 0.0 -16.8 
名寄市 3.7 8.3 -1.2 -3.5  泊村 110.5 8.3 26.9 75.3 
三笠市 -6.4 8.3 2.8 -17.5  神恵内村 3.8 8.3 3.9 -8.3 
根室市 2.1 8.3 0.5 -6.8  積丹町 1.6 8.3 8.7 -15.4 
千歳市 14.5 8.3 -2.0 8.1  古平町 -14.3 8.3 0.6 -23.2 
滝川市 -1.4 8.3 1.9 -11.6  仁⽊町 29.5 8.3 1.2 20.1 
砂川市 5.3 8.3 4.4 -7.4  余市町 3.3 8.3 0.9 -5.9 
歌志内市 -8.2 8.3 2.9 -19.4  ⾚井川村 2.4 8.3 2.0 -8.0 
深川市 -0.3 8.3 2.5 -11.1  南幌町 1.5 8.3 0.5 -7.2 
富良野市 5.4 8.3 0.2 -3.2  奈井江町 51.6 8.3 16.7 26.6 
登別市 13.0 8.3 3.0 1.6  上砂川町 -3.8 8.3 10.0 -22.0 
恵庭市 15.7 8.3 0.6 6.8  由仁町 -5.8 8.3 0.7 -14.8 
伊達市 8.7 8.3 3.0 -2.5  ⻑沼町 14.1 8.3 -0.3 6.0 
北広島市 20.3 8.3 1.8 10.2  栗⼭町 -0.6 8.3 5.7 -14.6 
⽯狩市 16.8 8.3 5.1 3.4  ⽉形町 -12.5 8.3 7.7 -28.5 
北⽃市 10.2 8.3 2.8 -0.9  浦⾅町 5.2 8.3 2.7 -5.8 
当別町 23.2 8.3 -0.7 15.5  新⼗津川町 -6.0 8.3 5.3 -19.7 
新篠津村 7.0 8.3 1.9 -3.2  妹背⽜町 -2.0 8.3 -0.5 -9.8 
松前町 -11.4 8.3 -0.1 -19.6  秩⽗別町 -5.8 8.3 3.7 -17.8 
福島町 -4.0 8.3 1.7 -14.0  ⾬⻯町 0.0 8.3 3.6 -11.9 
知内町 44.6 8.3 11.7 24.5  北⻯町 1.7 8.3 2.4 -8.9 
⽊古内町 -5.5 8.3 2.1 -15.9  沼⽥町 -14.7 8.3 1.9 -24.9 
七飯町 18.6 8.3 4.0 6.3  鷹栖町 4.7 8.3 4.7 -8.4 
⿅部町 2.0 8.3 2.6 -8.9  東神楽町 12.2 8.3 1.9 2.0 
森町 3.8 8.3 1.7 -6.2  当⿇町 26.4 8.3 5.4 12.7 
⼋雲町 -8.9 8.3 2.7 -19.9  ⽐布町 14.3 8.3 0.6 5.4  
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（単位：％） （単位：％）

市町村名 

   
市町村名 

 

成⻑率 シェア シフト   成⻑率 シェア シフト 
  全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因     全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

愛別町 -17.5 8.3 8.8 -34.6   ⼤空町 -1.1 8.3 1.9 -11.4 
上川町 32.0 8.3 8.4 15.3   豊浦町 40.0 8.3 6.9 24.8 
東川町 11.5 8.3 3.0 0.2   壮瞥町 21.6 8.3 5.6 7.6 
美瑛町 4.9 8.3 4.8 -8.2   ⽩⽼町 -3.7 8.3 -6.9 -5.1 
上富良野町 -3.1 8.3 -0.2 -11.2   厚真町 42.0 8.3 12.5 21.1 
中富良野町 11.1 8.3 4.5 -1.6   洞爺湖町 23.6 8.3 0.6 14.7 
南富良野町 -15.6 8.3 10.6 -34.5   安平町 6.5 8.3 8.6 -10.3 
占冠村 0.0 8.3 7.0 -15.3   むかわ町 0.0 8.3 6.6 -14.9 
和寒町 -7.2 8.3 3.7 -19.2   ⽇⾼町 -1.0 8.3 4.2 -13.5 
剣淵町 -11.7 8.3 5.9 -25.8   平取町 9.2 8.3 3.6 -2.7 
下川町 -14.7 8.3 9.7 -32.6   新冠町 -9.3 8.3 8.7 -26.3 
美深町 -11.5 8.3 6.9 -26.8   浦河町 0.5 8.3 2.0 -9.8 
⾳威⼦府村 17.2 8.3 1.5 7.5   様似町 0.0 8.3 1.2 -9.5 
中川町 -11.5 8.3 10.7 -30.5   えりも町 0.0 8.3 3.0 -11.3 
幌加内町 -5.3 8.3 5.4 -19.0   新ひだか町 -2.6 8.3 3.7 -14.6 
増⽑町 -2.4 8.3 -1.1 -9.6   ⾳更町 12.1 8.3 4.0 -0.2 
⼩平町 -3.3 8.3 3.6 -15.2   ⼠幌町 4.4 8.3 8.0 -11.9 
苫前町 1.9 8.3 5.8 -12.2   上⼠幌町 42.4 8.3 5.0 29.1 
⽻幌町 -0.5 8.3 0.9 -9.7   ⿅追町 23.6 8.3 2.9 12.3 
初⼭別村 -13.2 8.3 2.9 -24.4   新得町 -3.0 8.3 7.1 -18.4 
遠別町 -5.2 8.3 10.6 -24.1   清⽔町 13.9 8.3 1.4 4.2 
天塩町 26.7 8.3 -0.2 18.5   芽室町 9.8 8.3 0.7 0.8 
猿払村 15.9 8.3 9.8 -2.2   中札内村 12.0 8.3 10.5 -6.8 
浜頓別町 11.3 8.3 4.1 -1.1   更別村 17.0 8.3 1.0 7.7 
中頓別町 25.0 8.3 2.0 14.7   ⼤樹町 48.1 8.3 -1.6 41.4 
枝幸町 -8.4 8.3 6.8 -23.5   広尾町 -3.9 8.3 2.9 -15.1 
豊富町 0.8 8.3 1.4 -8.9   幕別町 3.6 8.3 2.7 -7.4 
礼⽂町 -0.9 8.3 7.0 -16.2   池⽥町 -11.1 8.3 3.7 -23.0 
利尻町 -27.9 8.3 14.5 -50.7   豊頃町 -5.1 8.3 16.0 -29.4 
利尻富⼠町 7.5 8.3 13.5 -14.3   本別町 1.2 8.3 0.3 -7.5 
幌延町 -5.6 8.3 13.9 -27.9   ⾜寄町 -2.3 8.3 5.5 -16.1 
美幌町 -1.4 8.3 2.4 -12.2   陸別町 -19.0 8.3 15.1 -42.4 
津別町 -1.1 8.3 3.3 -12.7   浦幌町 -8.3 8.3 7.8 -24.4 
斜⾥町 -1.2 8.3 2.4 -11.9   釧路町 13.2 8.3 1.7 3.2 
清⾥町 -19.4 8.3 7.8 -35.5   厚岸町 27.4 8.3 4.2 14.9 
⼩清⽔町 0.6 8.3 5.8 -13.5   浜中町 33.5 8.3 1.1 24.0 
訓⼦府町 11.7 8.3 3.1 0.3   標茶町 28.2 8.3 3.8 16.1 
置⼾町 2.2 8.3 6.6 -12.7   弟⼦屈町 -3.4 8.3 4.8 -16.5 
佐呂間町 6.1 8.3 0.3 -2.5   鶴居村 10.4 8.3 3.8 -1.7 
遠軽町 5.0 8.3 1.3 -4.7   ⽩糠町 5.5 8.3 0.5 -3.3 
湧別町 10.6 8.3 4.4 -2.1   別海町 22.0 8.3 1.3 12.4 
滝上町 6.6 8.3 9.5 -11.2   中標津町 9.3 8.3 -0.4 1.4 
興部町 -0.6 8.3 4.1 -13.0   標津町 7.3 8.3 2.5 -3.5 
⻄興部村 20.6 8.3 11.4 0.9   羅⾅町 -2.8 8.3 1.7 -12.8 
雄武町 4.5 8.3 6.0 -9.9             
(出典）「RESAS（地域経済分析システム）－生産分析－」を基に、筆者作成 

(注）四捨五入のため、3 つの要因の合計値と成長率は必ずしも一致しない。  
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付表２. シフト・シェア分析結果（従業者数ベース・2012～2021年） 

（単位：％）  （単位：％）

市町村名 

   
市町村名 

 

成⻑率 シェア シフト   成⻑率 シェア シフト 
  全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因     全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

札幌市 4.9 0.3 0.4 4.3   ⻑万部町 -1.5 0.3 -2.1 0.3 
函館市 -4.2 0.3 -0.2 -4.3   江差町 -6.7 0.3 0.8 -7.8 
⼩樽市 -9.5 0.3 -0.6 -9.2   上ノ国町 -4.7 0.3 -1.4 -3.6 
旭川市 1.4 0.3 0.7 0.4   厚沢部町 -11.9 0.3 3.5 -15.7 
室蘭市 -11.9 0.3 -0.8 -11.4   ⼄部町 -7.0 0.3 0.0 -7.3 
釧路市 -6.2 0.3 -0.6 -6.0   奥尻町 -22.7 0.3 -4.2 -18.8 
帯広市 1.3 0.3 0.3 0.8   今⾦町 -18.9 0.3 -2.1 -17.1 
北⾒市 -5.0 0.3 -0.5 -4.9   せたな町 -9.0 0.3 0.1 -9.4 
⼣張市 -31.0 0.3 1.6 -33.0   島牧村 -13.1 0.3 4.3 -17.7 
岩⾒沢市 -1.4 0.3 0.1 -1.9   寿都町 -3.0 0.3 0.8 -4.1 
網⾛市 -12.2 0.3 0.1 -12.7   ⿊松内町 -6.2 0.3 8.3 -14.8 
留萌市 -10.5 0.3 -1.5 -9.4   蘭越町 -17.8 0.3 3.4 -21.5 
苫⼩牧市 -0.6 0.3 -1.7 0.8   ニセコ町 16.4 0.3 -7.2 23.3 
稚内市 -9.0 0.3 -2.8 -6.5   真狩村 21.8 0.3 5.3 16.2 
美唄市 -7.9 0.3 1.5 -9.8   留寿都村 -63.1 0.3 -11.2 -52.2 
芦別市 -22.3 0.3 -0.6 -22.0   喜茂別町 6.1 0.3 -1.2 6.9 
江別市 7.5 0.3 0.6 6.6   京極町 -15.2 0.3 4.8 -20.4 
⾚平市 -7.0 0.3 -0.2 -7.2   倶知安町 2.6 0.3 -1.3 3.6 
紋別市 -8.1 0.3 -1.4 -7.0   共和町 -5.0 0.3 -0.2 -5.0 
⼠別市 -7.2 0.3 0.3 -7.8   岩内町 -16.6 0.3 -1.9 -15.0 
名寄市 -2.8 0.3 -1.2 -1.9   泊村 11.1 0.3 7.4 3.4 
三笠市 -8.1 0.3 -0.5 -8.0   神恵内村 -16.1 0.3 8.7 -25.1 
根室市 -13.4 0.3 -2.8 -10.8   積丹町 14.3 0.3 -4.5 18.5 
千歳市 20.8 0.3 -3.6 24.1   古平町 -26.6 0.3 -1.9 -25.0 
滝川市 -7.5 0.3 -0.9 -6.8   仁⽊町 21.2 0.3 7.1 13.8 
砂川市 -3.2 0.3 -0.3 -3.2   余市町 -14.7 0.3 1.5 -16.4 
歌志内市 -33.9 0.3 3.0 -37.2   ⾚井川村 -35.8 0.3 -7.8 -28.3 
深川市 -9.7 0.3 2.0 -12.0   南幌町 5.7 0.3 2.5 2.8 
富良野市 -3.3 0.3 0.6 -4.2   奈井江町 -12.6 0.3 -1.2 -11.7 
登別市 -5.8 0.3 -0.7 -5.3   上砂川町 8.6 0.3 -4.1 12.4 
恵庭市 9.5 0.3 -0.6 9.8   由仁町 -2.3 0.3 -0.9 -1.8 
伊達市 0.7 0.3 2.0 -1.6   ⻑沼町 9.0 0.3 3.3 5.4 
北広島市 1.9 0.3 -1.6 3.2   栗⼭町 -16.3 0.3 1.9 -18.5 
⽯狩市 10.2 0.3 -1.8 11.7   ⽉形町 -24.6 0.3 6.8 -31.8 
北⽃市 8.0 0.3 -0.9 8.5   浦⾅町 -6.4 0.3 3.9 -10.5 
当別町 5.1 0.3 3.5 1.3   新⼗津川町 -2.2 0.3 4.6 -7.1 
新篠津村 -7.1 0.3 10.4 -17.9   妹背⽜町 -8.4 0.3 1.0 -9.7 
松前町 -16.9 0.3 -1.6 -15.7   秩⽗別町 -12.7 0.3 1.0 -14.0 
福島町 -13.2 0.3 -0.3 -13.2   ⾬⻯町 -8.3 0.3 6.3 -14.9 
知内町 -11.7 0.3 -0.1 -11.9   北⻯町 -15.9 0.3 -0.2 -16.0 
⽊古内町 -34.0 0.3 -2.0 -32.4   沼⽥町 -23.3 0.3 0.9 -24.5 
七飯町 11.7 0.3 1.2 10.2   鷹栖町 39.4 0.3 2.2 36.9 
⿅部町 -3.7 0.3 -1.2 -2.8   東神楽町 18.6 0.3 1.6 16.7 
森町 -13.9 0.3 -2.5 -11.7   当⿇町 -13.3 0.3 3.9 -17.6 
⼋雲町 -11.2 0.3 0.1 -11.6   ⽐布町 4.6 0.3 4.1 0.1  
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（単位：％）   （単位：％） 

市町村名 

   
市町村名 

 

成⻑率 シェア シフト   成⻑率 シェア シフト 
  全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因     全道成⻑要因 産業構造要因 地域特殊要因 

愛別町 -10.1 0.3 2.8 -13.1   ⼤空町 -24.0 0.3 4.0 -28.4 
上川町 -17.1 0.3 -5.0 -12.5   豊浦町 1.0 0.3 5.0 -4.3 
東川町 -1.6 0.3 0.6 -2.5   壮瞥町 6.1 0.3 4.1 1.7 
美瑛町 12.5 0.3 -0.7 12.9   ⽩⽼町 -3.8 0.3 0.1 -4.2 
上富良野町 -14.4 0.3 -1.9 -12.8   厚真町 -16.6 0.3 7.6 -24.5 
中富良野町 17.6 0.3 -1.0 18.4   洞爺湖町 -17.6 0.3 3.2 -21.2 
南富良野町 6.3 0.3 4.7 1.3   安平町 5.1 0.3 1.0 3.8 
占冠村 123.9 0.3 0.7 122.9   むかわ町 -17.2 0.3 3.7 -21.2 
和寒町 -26.2 0.3 4.0 -30.5   ⽇⾼町 -16.1 0.3 1.4 -17.8 
剣淵町 -12.0 0.3 0.2 -12.5   平取町 -2.1 0.3 1.7 -4.1 
下川町 -7.0 0.3 -2.8 -4.5   新冠町 2.5 0.3 4.3 -2.1 
美深町 -8.8 0.3 0.0 -9.1   浦河町 -4.8 0.3 3.2 -8.3 
⾳威⼦府村 -34.8 0.3 -2.9 -32.2   様似町 -13.1 0.3 -0.5 -12.9 
中川町 -14.8 0.3 0.8 -16.0   えりも町 -18.8 0.3 -1.3 -17.8 
幌加内町 -14.0 0.3 0.6 -15.0   新ひだか町 -6.3 0.3 1.4 -8.1 
増⽑町 -10.5 0.3 -1.9 -8.9   ⾳更町 12.2 0.3 -0.4 12.3 
⼩平町 31.7 0.3 1.4 29.9   ⼠幌町 7.7 0.3 0.6 6.8 
苫前町 -0.6 0.3 2.3 -3.2   上⼠幌町 8.3 0.3 3.5 4.5 
⽻幌町 -12.8 0.3 0.8 -14.0   ⿅追町 -6.2 0.3 3.0 -9.6 
初⼭別村 -15.6 0.3 4.7 -20.6   新得町 -5.2 0.3 2.2 -7.7 
遠別町 -14.1 0.3 0.0 -14.5   清⽔町 -2.9 0.3 1.9 -5.2 
天塩町 -3.2 0.3 0.6 -4.2   芽室町 11.9 0.3 -1.2 12.8 
猿払村 -18.4 0.3 4.6 -23.3   中札内村 5.9 0.3 1.4 4.2 
浜頓別町 8.8 0.3 -1.9 10.4   更別村 5.2 0.3 6.3 -1.4 
中頓別町 8.0 0.3 6.0 1.7   ⼤樹町 7.5 0.3 1.0 6.2 
枝幸町 -1.0 0.3 -1.6 0.3   広尾町 -12.4 0.3 -1.7 -11.0 
豊富町 -0.9 0.3 0.4 -1.6   幕別町 0.1 0.3 0.7 -0.9 
礼⽂町 -26.0 0.3 -5.7 -20.7   池⽥町 -3.6 0.3 0.9 -4.9 
利尻町 -16.9 0.3 -5.1 -12.2   豊頃町 -4.8 0.3 4.6 -9.7 
利尻富⼠町 -17.8 0.3 -6.9 -11.2   本別町 -11.3 0.3 -0.7 -10.9 
幌延町 -11.2 0.3 3.1 -14.6   ⾜寄町 -6.4 0.3 -0.3 -6.4 
美幌町 -10.5 0.3 -1.2 -9.7   陸別町 0.0 0.3 6.0 -6.3 
津別町 -6.5 0.3 0.3 -7.1   浦幌町 -4.3 0.3 2.3 -6.9 
斜⾥町 -3.6 0.3 -3.5 -0.4   釧路町 -2.6 0.3 -3.3 0.3 
清⾥町 -28.9 0.3 1.7 -30.9   厚岸町 -7.4 0.3 -2.7 -5.0 
⼩清⽔町 -7.3 0.3 4.5 -12.1   浜中町 -2.8 0.3 -1.2 -1.9 
訓⼦府町 -2.8 0.3 -1.0 -2.1   標茶町 -6.6 0.3 0.2 -7.1 
置⼾町 7.9 0.3 5.6 2.0   弟⼦屈町 -15.7 0.3 -0.7 -15.4 
佐呂間町 0.3 0.3 1.0 -1.0   鶴居村 4.5 0.3 0.0 4.2 
遠軽町 -8.9 0.3 2.0 -11.3   ⽩糠町 -14.3 0.3 -3.5 -11.1 
湧別町 -4.1 0.3 0.7 -5.2   別海町 6.6 0.3 1.4 4.8 
滝上町 4.3 0.3 2.0 2.1   中標津町 3.1 0.3 -2.2 5.0 
興部町 14.9 0.3 -1.2 15.8   標津町 -6.2 0.3 -1.4 -5.1 
⻄興部村 4.1 0.3 4.6 -0.9   羅⾅町 -16.0 0.3 0.5 -16.8 
雄武町 -5.4 0.3 -2.1 -3.6             
(出典）総務省・経済産業省「令和3年経済センサス－活動調査」を基に筆者作成 

(注）四捨五入のため、3 つの要因の合計値と成長率は必ずしも一致しない。  
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An Analysis of Regional Economic Growth 
Factors in Hokkaido: A Study based on 

Shift-Share Analysis 
 

ITO Shinji 

 

 

Abstract 
This article aims to identify regional economic growth factors on all 179 municipalities in 

Hokkaido by using Shift-Share analysis. This paper divided regional economic growth factors 

into 3 effects,ⅰ)total effect,ⅱ）the industry-mix effect,ⅲ)the regional differential effect.This 

paper focuses on two types of municipalities-level data. One is based on additional value, the 

other is based on the number of employees. As a result, The regional differential effect mainly 

tends to contribute in regional economic growth both positive and negative through two types 

of Shift-Share analysis. It is found that the regional differential effect is estimated negative on 

70％ of all towns in Hokkaido. Therefore, it is necessary to consider various backgrounds of 

the regional differential effect as a next step.  
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<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


